
JSTにおける
オープンサイエンスに係る取組

2018年7月26日

第9期学術情報委員会（第11回）



JST情報事業部門の取組
（※件数等はH30年3月現在）

基本情報の整備・連携活用システム等の整備

電子情報発信・流通促進論文

論文の全文情報とのリンク

国内学協会誌の全文電子ジャーナル化を支援し、
我が国の科学技術論文情報の発信の迅速化と
国際化を図る（1,348学協会、2,584誌が参加）

ライフサイエンスデータベース統合推進事業

論文の書誌情報
（国内資料：約11,600誌、国外資料：約3,600誌、

書誌データ：約130万件／年）
書誌情報＝標題、著者名、発行年月日、

巻号、発行国等の情報

研究者、研究機関、論文、特許などの科学技術に関する基本情報を整備するとともに、関連
情報をリンクさせた横断的な検索や分析を可能とするシステムを一般に提供。様々なユーザ
がインターネットから分野や業種の垣根を越えて科学技術情報を利用できる環境を整備

研究者情報
（国内研究者情報：26万人）

研究者 論文 特許
関連情報間
のリンク

関連情報間
のリンク

1993年以降の国内特許
約1,289万件を収録

国内特許

分析

ファンド情報

国内学術コンテンツの国際的流通を促進するため、
国際的な識別子DOIの登録システムを開発・運用

研究者検索サービス
論文・特許等統合検索サービス

国内学会論文誌プラットフォーム

バイオサイエンスデータベースセンター
National Bioscience Database Center (NBDC)

○All JAPANとしてライフサイエンス知的基盤の構築
○各種バイオサイエンス関連機関やプロジェクトとの連携

科学技術文献情報提供事業論文

研究者・研究支援者・技術者等の研究人材のキャリア形成・能力開発を
情報面から支援する研究人材のためのポータルサイト

研究人材キャリア情報活用支援事業

イノベーションの創出に資する人材の育成

科学技術情報連携・流通促進事業

分析ツール β版

国内外の科学技術情報へ継続的にアクセスできるよう、データ（論文の要約等）を整備
し、我が国における効率的な研究開発活動を支援している。「独立行政法人の事務・事
業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月）において、民間事業者によりサービスを実
施することとされ、平成２４年度から民間事業者による
サービスを実施している。
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情報事業の概要
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JSTにおけるオープンサイエンス関連の取組
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• 情報事業部門

– 研究成果（論文、研究データ）の取り扱いに関する方針（オープンサイ
エンス方針）の策定･運営

– J-STAGE（ジャーナルプラットフォーム）：OA誌の育成、論文エビデン
スデータの公開促進支援、全文機械可読化の推進

– JaLC（DOI登録機関）：PID（永続的識別子）の可用性･相互運用性の
向上

– 文献情報提供事業：TDMのための全文DB整備

– コミュニティ支援（研究データ利活用協議会運営）

• ファンディング事業部門

– 研究者への「オープンサイエンス方針」への対応の要請及び支援

• 科学コミュニケーション事業部門

– シチズンサイエンスの促進



本日の報告内容
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1. 論文エビデンスデータ登載環境の整備（J-STAGE）

2. 研究資金制度におけるデータ管理計画（DMP）の導入

3. オープンサイエンス資源としての全文記事データの整備

（J-STAGE、文献情報提供事業）

4. （参考）研究開発課題に対する識別子付与（国際的イニ

シアチブへの参加）
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１．論文エビデンスデータ登載環境の整備
（J-STAGE）



「論文エビデンスデータ」の公開
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• 研究成果の利活用及び研究結果の検証可能性の担保の観点から、研究成果論
文の根拠となるデータ（いわゆる「エビデンスデータ」）の公開の必要性が唱えられ
ている。

• 統合イノベーション戦略においてはこのことについて、「文部科学省が主体となり、
全文データベースに登載された論文と識別子を付与した研究データを紐づけ、管
理・公開するシステムの開発を2018 年度中に検討」することとされている。

• エビデンスデータの公開は、研究資金配分機関のポリシーにおける「推奨」「義務
化」もさることながら、ジャーナル（学術論文誌）においても「推奨」「義務化」が進ん
でおり、これも推進力の一つとなっている。

• 現在、エビデンスデータを登載するリポジトリは海外機関のものが大勢である。ま
た海外大手商業出版社においては、独自のデータリポジトリの整備やデータジャ
ーナルの発刊など、研究者がデータ公開を円滑に行える環境作りが進んでいる。

• 翻って我が国においては、リポジトリ環境、ジャーナル環境のいずれにおいても、
こうした動向への対応の立ち後れが懸念される。



研究データのバリエーション
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出典: National Institute of Standards and Technology (USA)

raw experimental data

analyzed or processed data

data published/publishable in 
a journal, book, etc., or data 
which justifies the research 
article (“evidence data”) 

critically evaluated data

“Standard Reference Data”



論文エビデンスデータの公開に関する方針
（ジャーナル出版者、概観）
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• 学術雑誌によるデータ共有ポリシーの分野間比較と特徴分析（池内&逸村（2016））

• 図は、22分野各10誌について、リポジトリでの公開に関する方針の強弱の調査結果

• 分野に依存するものの、概ね半数程度が公開を「必須」としている。

（出典：池内･逸村, 日本図書館情報学会誌, vol.61, no.1, p.20 (2016)に基づき著者が作成）

必須 推奨 受諾 なし



論文エビデンスデータの公開に関する方針
（ジャーナル出版者、近年の動向）
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• 大手出版者によるデータポリシーの導入

– Springer Nature

• ジャーナルの特徴により4タイプのポリシーを用意し、ジャーナルが導入可
能な環境を構築

タイプ１”Data sharing and data citation is encouraged”

～タイプ４”Data sharing, evidence of data sharing and peer review of data
required”

– Taylor & Francis、PLOS

• 著者に対して、データのリポジトリ登載やデータ可用性についての記述
(Data Availability Statement)を推奨ないし義務化

• 研究分野におけるデータポリシーの導入

– 国際医学雑誌編集者会議（ICMJE）が、会員雑誌が臨床試験報告書の出版を
検討する条件として、データ共有ステートメントを要求



我が国のジャーナルにおける対応
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• J-STAGE搭載ジャーナルのうち、インパクトファクター取得誌を対象とした
調査（122誌） （※日本のI/F取得誌のうち約半数に相当）

エビデンスデータ公開を「必須」としてい
るジャーナルは全体の2割弱であり、半
数はポリシーを定めていない

大手海外出版社等を利用しているジャーナルで
も、エビデンスデータ公開を「必須」としているジ
ャーナルは3割弱である

J-STAGEに過去記事のみ掲載しているジャーナル

J-STAGEで最新記事発行を行っているジャーナル



論文エビデンスデータ公開の実態（調査事例）

• PLOS誌におけるData Availability Statementの内容分析（Federer et al. 2018,
PLOS One, 10.1371/journal.pone.0194768）

– PLOSは2014年より、著者に対してエビデンスデータへのアクセス方法を記した
「Data Availability Statement」の記載を求めている。

– またPLOSは、データ公開の方法として「リポジトリ利用」を強く推奨している。

– しかしながら、Data Availability Statementでリポジトリ名等を記した著者は18％
と少数である。

– 多くの著者は「文中に記載」としているが、Federer et al.は「科学データというも
のは文中に書き込めるほど小規模ではないはずで、本当にデータ共有を進め
るならば、リポジトリ利用が研究者の「標準的な行動」になるような行動の変容
が必要であろう」としている。

• 以上の考察から、ジャーナルのデータ公開ポリシー整備と論文著者が簡
便にアクセスできるリポジトリ環境の整備は並行して進めることが望ましい
と考えられる。
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J-STAGE （科学技術情報発信・流通総合システム）
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国内の学協会が発行する学術論文誌の電子ジャーナルを公開

• 医学・工学・生物学から人文・社会科学まで幅広い分野を対象
2,584誌、約450万記事を全文公開（平成30年3月時点）

• 我が国の約半数にあたる1,348学会が利用（平成30年3月時点）

• 約9割のジャーナルが無料公開

• ジャーナルに加え、研究報告・技術報告、会議論文・要旨集等も公開

※ H26年度の大幅な件数増は海外の利用者の
一時的な大量利用によるもの

J-STAGE論文ダウンロード数

論文タイト
ル、著者名等
の書誌情報

引用・被引用
リンク、電子
付録等

全文・書誌
情報のダウ
ンロードが
可能

全文が閲覧
可能



J-STAGEにおける取組「J-STAGE Data」（検討中）
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Data

論文

データ

• 論文エビデンスデータの公開促進のため、J-STAGE登載論文の関連データを登
載するリポジトリを新規に構築

• 論文著者は①直接ないし②（論文とセットで）学協会を通してデータを登載

• DOI登録及び論文とデータの関連付けも実施③（JaLC機能）

• 併せて、データポリシーの整備についての支援も実施

①論文とセットで投稿し、
学協会が登載

②論文とは別に著者が自身で登載

③
Ｄ
Ｏ
Ｉ
付
与･

関
連
付
け

（いずれも可能とする）

学協会
• 論文受理
• 査読
• 編集
• 登載
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２．研究資金制度における
データ管理計画（DMP）の導入



JSTオープンサイエンス方針

I. 研究成果論文のオープンアクセス化について

→オープンアクセスを義務化

II. 研究データの取扱いについて

• データマネジメントプラン（DMP）の作成

→採択後研究開始までに提出することを義務化

• 研究データの保存・管理と公開

→論文エビデンスデータの公開を推奨
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オープンサイエンス促進に向けた研究成果の取扱いに
関するJSTの基本方針 （2017年 4 月1日）

※戦略的創造研究推進事業では2016年度からDMPを導入



DMPの提出状況
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• 2016年度に戦略的創造研究推進事業に導入

• 2017年度に「オープンサイエンス方針」を策定、全事業へ順次導入

• DMP提出は「採択後」であり、採択審査の対象としない

• 併せて「エビデンスデータ」の公開を推奨

0

200

400

600

平成28年度 平成29年度

新
規
採
択
課
題
数

新規採択課題に占めるDMP提出課題数の推移

DMP提出課題

2016年度 2017年度



CHORUS
（データ公開状況モニタリングの仕組みとして）
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• CHORUSは米国の非営利団体が推進するオープンアクセス促進のイニシアチブ（
メンバー制）。

• 出版者のワークフローを用いて、①出版者サイトにおける著者最終稿等のOA化、
②論文の出版状況･OA化状況のレポーティングサービスを提供するもの。

• 下記はJST向けのダッシュボードサービスであり、JST事業の成果であることが確
認できた論文の出版状況やOA化状況が週次で提供される。

• CHORUSは最近、論文エビデンスデータの登載情報の提供も開始しており、これを
データ公開状況のモニターとして利用することを検討中。

CHORUSジャパンダッシュボード
サービス：加盟出版者はJST事
業の成果論文を特定しCHORUS
に提供、CHORUSが情報を集計
し契約者へ提供

(http://dashboard.choraccess.org/jst#/summary)
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３．オープンサイエンス資源としての

全文記事データの整備

（J-STAGE、文献情報提供事業）



事例：論文記事データを用いた材料開発研究
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戦略的創造研究推進事業 個人型研究（さきがけ）

研究領域「理論・実験・計算科学とデータ科学が連携・融合した先進的マテリアルズ・インフォマティクスのための基盤技術の構築」
（研究総括：常行 真司（東京大学大学院理学系研究科 教授））
研究課題「超高速スクリーニング法を駆使したエネルギー変換材料の探索」
（研究者：佐伯 昭紀（大阪大学大学院工学研究科 准教授））

S. Nagasawa, E. Al-Naamani, A. Saeki, J. Phys. Chem. Lett. 2018, 9, 2639.
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Experimental data
(~1200)

化学構造
素子性能（PCE, Jsc, , Voc, FF）
分子量
エネルギー準位（HOMO, bandgap）

約500報の論文から手作業で抽出・デジタル化

機械学習

機械学習（ランダムフォレスト）を使って高分子性能
器を作製

約１年

アルキル鎖

電子供与基

電子吸引基

S

S

S

R

NSN

F

高分子太陽電池の高分子構造は多岐にわたり、構造から素子性能を化学計算で予測することは困難
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Adv. Mater. 2014, 26, 331–338

論文データの例

①SciFinderなどで検索して論文をダウンロード

②化学構造（画像）を見て実際の構造に変換

（一般化構造の時もあり、自身で読み取る必要あり）

③素子性能（Table or 文中）を読み取り、
打ち込む

（Jsc, Voc, FF, PCEおよびそれぞれの最大値・平均値
を識別）

③足りないデータ（特に分子量）は
Supporting Informationをダウンロード
して見つける

（単位系 kg/mol, Da, g/molに注意する）
検索も含めると、1日平均5本程度が限界か？

テキストマイニングで自動化できれば高効率化？



テキストデータマイニング資源としての学術論文

• 学術論文は、科学研究の方法論に沿って作成され、査読過程を経て一定の質
が担保された、質の高い科学技術情報源と言える。

• いわゆる「データ駆動型科学」は、研究データだけでなく論文全文情報を資源と
した取組もその範疇に含まれる。

• 近年の情報処理技術や機械学習技術の進展により、こうした研究の実現性は
高まったといえる。ただし、依然として下記の課題が存在する。

– 論文の多くが無料でアクセスできないこと

– 論文の機械可読化が未だ進展途上にあること

• ただし、アクセスの無料化は近年のオープンアクセスの促進により次第に進み
つつある。また機械可読化も、大手出版社等では大きく進展している。

• またこれら出版社の中には、TDM（テキストデータマイニング）向けに全文情報
提供サービスを行う者も出てきている。

• 翻って我が国においては、こうした取組は立ち遅れている。
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海外出版社によるTDM用データ提供サービス

• Springer Nature

– 購読者向けAPIの提供（全コンテンツ）

– 非購読者向けAPIの提供（OA誌のみ）

– その他メタデータ用API、引用文献情報APIなど

• Elsevier

– 購読者向けAPIの提供（全コンテンツ）

– 非購読者向けAPIの提供（OA誌のみ）

– TDM目的の非購読者向け対応も可能（個別交渉）

• PLOS

– 全コンテンツがOA

– API提供＋バルクデータのダウンロード提供
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J-STAGE （科学技術情報発信・流通総合システム）（再掲）
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国内の学協会が発行する学術論文誌の電子ジャーナルを公開

• 医学・工学・生物学から人文・社会科学まで幅広い分野を対象
2,584誌、約450万記事を全文公開（平成30年3月時点）

• 我が国の約半数にあたる1,348学会が利用（平成30年3月時点）

• 約9割のジャーナルが無料公開

• ジャーナルに加え、研究報告・技術報告、会議論文・要旨集等も公開

※ H26年度の大幅な件数増は海外の利用者の
一時的な大量利用によるもの

J-STAGE論文ダウンロード数

論文タイト
ル、著者名等
の書誌情報

引用・被引用
リンク、電子
付録等

全文・書誌
情報のダウ
ンロードが
可能

全文が閲覧
可能



JSTが運営する文献データベース

・1958年から国内の科学技術定期刊行物をほぼ網羅的に収録、主要な外国誌も収録
・独自に索引を付与（シソーラス検索も可能） ・複雑な検索が可能
・外国語文献に対し、日本語の標題・抄録を提供

＜検索画面（サンプル）＞

記事数： 約4,800万件
資料数： 約15万誌
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JST文献情報の機械可読化の推進（検討中）

• J-STAGE

– J-STAGE記事登載プロセスにおいて、XML形式の全文記事作成を簡易化する
べく、機能開発を行う。

– これにより、現在10%以下（誌数ベース）にとどまっているXML化率を向上させ、
J-STAGE登載記事の機械可読性を向上させる。

• 文献情報提供事業（「文献ビッグデータ解析支援事業」）

– 国内の科学技術定期刊行物をほぼ網羅し収集している強みを活かし、これま
で抄録のみの収集であったところ、全文情報も併せて収集･機械可読化し、索
引作成･検索を高度化する。

– また機械可読化した全文情報を、TDM等研究を目的とした利用者に貸与する。

• 以上により、日本の科学技術文献が分析研究対象になることで成果発信
力が強化される。また日本の研究者が和文文献情報も対象とした分析を
行えることで、研究力の向上に資する。
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J-STAGEにおける機械可読化推進の取組
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●J-STAGE学術論文のデータ活用に向けた現状と課題

●機械可読化推進の取組（検討中）

・データ活用の資源となる学術論文を全文まで登載（2,584誌、約450万記事）
・書誌（抄録含む）データまでは100%機械可読化（XML形式）済み
・しかしながら特にTDMで期待される全文データの機械可読化は不十分

（誌数ベースでXML形式は10%未満、PDF形式のみが90%以上）

論文原稿
（Word,TeX等）

全文（PDF形式）

・TDM等での活用に向けて全文データのXML化支援ツールの提供を検討中

全文（XML形式）

学協会 J-STAGE

機械可読であり
TDM等での
活用が容易

既存のPDF作成ツ

ール等で変換し、
J-STAGEに登載

現状では外部委託しないと
全文のXML化は困難であり、
XML形式での登載は少ない

全文XML化を促進す
る支援ツールを提供
（検討中）

機械可読でなく
TDM等での活用には
不向き

X



全文統合DB
（機械可読化）

年60万記事

診療支援システム

マテリアル
インフォマティクス

科学技術政策
立案支援

剽窃チェック

特許・文献
全文検索・分析
（類似文献抽出）

臨床研究支援

創薬支援

知識抽出・AI
研究支援

JST情報事業
サービス高度化

文献ビッグデータ解析支援事業（イメージ）
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文献（冊子･電子媒体）
論文、企業技報、解説
、予稿集、研究報告、

症例報告など



本日の報告内容
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1. 論文エビデンスデータ登載環境の整備（J-STAGE）

2. 研究資金制度におけるデータ管理計画（DMP）の導入

3. オープンサイエンス資源としての全文記事データの整備

（J-STAGE、文献情報提供事業）

4. （参考）研究開発課題に対する識別子付与（国際的イニ

シアチブへの参加）
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（参考）研究開発課題に対する識別子付与
（国際的イニシアチブへの参加）



永続的識別子（PID）とオープンサイエンス

• 近年、研究成果や研究活動に関連する情報に対して永続的識別子（Persistent
ID；PID）を付与する動きが、世界的にますます盛んになってきている。PIDの導
入により、正確な引用および長期にわたるリソースへのアクセスが可能になる
ことが期待されている。

• このことは、共有された研究資源を相互に関連づけて活用しようとするオープン
サイエンスの方法論に必要不可欠な環境を整備する観点からも、重要な課題･
取組である。

• この種のPIDとしては、論文に付与するDOI（Digital Object Identifier；デジタル
オブジェクト識別子）が20年前に始まっているが、現在、研究データ、研究サン
プル等の実体など、研究活動に必要な様々な対象にPIDをつける動きが活発
になっている。

• また、PIDを通して研究に関する様々な要素を互いに関連づけ参照可能にし、
研究成果の測定や効果的な投資につなげようという試みも進んでおり、これを
実現するために必要なメタデータ品質向上への取り組みも行われている。
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• 研究資金制度の研究開発課題（＊）にグローバルな識別子を付与する
「体系」「仕組み」の必要性が高まっている。具体的には下記のような
ニーズがあると考えられる。

（＊）研究資金制度に限定せず広く「研究プロジェクト」とする考え方もある

– 研究資金制度成果の追跡

– 機関･国にまたがる「クロスファンド」情報の把握

– 研究資金制度運営機関のシステム･ワークフローの効率化

→これらのニーズは、グローバルに通用するIDの導入により、既存の汎用
システムによる解決が可能になる

• ただし、各国･機関は既に独自の識別子体系を運用しており、これを廃
する意向はない（グローバルな体系でローカル体系を置き換えること
は望まない）

グローバルな研究課題ID（「Grant ID」）
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検討の枠組：Crossref Funder Advisory Group
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2017年11月～

• DOE, NIH, Moore Foundation, Arnold Foundation, NASA,
Smithsonian / USA

• Swiss National Science Foundation / Switzerland
• Australian Research Council / Australia
• Wellcome, RCUK, Medical Research Council / UK
• Science Foundation Ireland / Ireland
• JST / Japan

https://www.crossref.org/working-groups/funders/



日本の状況
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出典： 伊神 正貫.デファクトスタンダードとして浸透しつつある体系的課題番号: 
公的資金から生み出された成果の計測に向けて. 文部科学省 科学技
術・学術政策STI Horizon, Vol.4, No. 1. p. 36-40.

NISTEPから提案されている体系的課題番号



日本の状況
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JST

CRESTガイド

（研究者向けハンドブック）

論文投稿時には

謝辞にグラント番号の記載
が必要



グラント番号の割り当て（例：JST戦略的創造研究推進事業）

37



• Crossref Funder Advisory Groupでは現在、2つのワーキンググループを
設置し、月例の電話会議で検討を進めている

– 技術WG（Technology Working Group）

• Grant IDの体系及びメタデータスキーマを検討

• ID体系は、DOIを用いてprefix部分に国･機関の識別を、suffix部分にローカルな
IDを書くことで進める模様

• メタデータスキーマは、各国･機関から要望を出し合い検討を進めている

• JSTからは、ファンド情報DB（JSTプロジェクトDB、FMDB等）の項目情報を提供し
、また日本語圏における固有の事情等をインプットし、議論に参加

– ガバナンスWG（Governance & Membership Working Group）

• Grant IDを運営する組織のあり方や、運営経費の負担について議論

• 経費負担について各国･機関の意見を出し合い、最適解を得るべく検討中

• 課題：今後日本として統一的な意見出しを行えるよう多くの関係機関に
参画を求めたく、そのための体制構築を検討する必要がある。

検討の状況と今後の見通し
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GrantIDのユースケース
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ファンド機関

出版社

研究者

ファンド

研究
論文投稿

受付
（投稿審査システム）

論文出版

評価

参照
応募
↑

履歴書作成

情報サービス

研究者ディレクトリ 業績蓄積

情報公開

審査

共通IDがあればスムーズな情報流通が可能


